











































































































































































































































行った。委 員会は、企画振興部次長、学術振興課長、外 部次長 、学術振興課長が入 り、分野に応じた
ための企画 ・調整を学術振興課 で 部有識者（関連産業の方）、専門評価委員（技術内容を評 外部有識者 1 人、専門評価委員1 人の計4 人












平成 12 年度までに公 設試験研究機関の「地域科学技術
平成1 2 年2 月にまとめ上げられた県の「行財
政構造改革 推進方策」、またそれ を受けて平成
1 3 年2 月に策定された「県立試験研究機関 ・
中期事 業計画」において、公設試顔研 究機関
行政サービス機関としての機能の強化」という方 向性を踏 の今後 の方 向として「地域科学技術行政サー
まえ、兵庫県の公設試験研究機関で行うべき研究課題に ビス機関 としての機能の強化」、それ を踏まえ
ついて評価を行い、テーマの絞り込みが行われた。平成 ての「業務の見直し」、「組織の統 合再編」が定
ための企画 ・調整を科学技術政策課 13年度以降に、今後研究課題評価をどのような仕組みでめられたため、それを受けた形で研究課題評
で行っている。 進めていくかが正式決定される。 価の仕組みを整備する必要が 出た。
高知県
農林水産、商工労働関係 の公設試験
研究機関を産 業技 術委員会で所管す 産業系の公設試験研究機関 の研究課題に関する事前評 事前評価委員会は、各分野ごとの評価委 員会
るとともに、その事務局として産業技 価 は事前評価委員会で一括 して実施。中間、事後評価に の委員長と学識経験者及び地元産業の関係
術振興課が県の科学技術振興施策 ついては、各分野ごとの評価 委員会で実施。評価委員に 者で構成。事前 、中間、事後のず べての評価





























































































































試 験 研 究 着果題 事 前 調 整 （各試験研 究機 関が実料 前
年
（各試験 研究機 関 を中心 と した調整 ） 6
月
試験研究課題実行 書の作成（進捗状況報告書、
試 験 研 究 課 題 調 整 会 議 （各 試 験 研 究 機 関 ま た は 中 核 試 験 魂 究 機 関 が実 施 ） 8 4
（専 再技 術 員 、 事 業 課 等 関 係 機 関 との 調 整 ） 月 月
各 試 験 研 究 機 関 の 内 部 評 価 （工 業 、 農 業 、 林 乳 水 産 業 ）
8 翌
（試験研究要望課題等調整会議の検討結果を踏まえ、各試験研究即 日評価委員会に付議する試転研究課題の選定等を行う。） 月 年5（各試験研究機関が実施。ただし、農業． ・水産系については、各試験研究機関毎の内部評画 吉累を踏まえ中核機関が実施） 月












、 蜜 城 県 試 験 研 究 機 関 師 価 委 員 会 （外 巳コ 9
月
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能力開発第二班 l高 等 技術 学校l
雇用対策班
l　 高知・中村 l
鉱 業 技 術 センター
紙産業技術センター 山　間　試　験　場








産 業 技 術
振　 興　 課 総務班・企画班
畜　 産　 試　 験　 場 茶　業　試　験　場
森 林 技 術 センター
（研究開発推進スタッフ） 海 洋 深 層 水研 究所内水面漁業センター




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































○県 立試験研究機関 において、各 々のユ ーザー （県民、企業、業界 、行政
機 関等）のニーズや 取 り巻 く環境の変化 に対応 した研究、普及指導 、試
































































































































































































高度な技術 を要する試 ・水中環境ホルモンの高感度一斉分析法の研究 と
験検査及びモニタ リン 水中濃度の解析
グの実施 ・有害化学物質の排出 ・移動情報 と環境モニタリ
ングデータとの整合性の評価及び発生源インベ
ントリー （日録）の整備に関する研究























































































































・糖質関連酵素の構造と挽能に関する研究 大学等・が中心 となって行 う研究

























































































































































































































































































主な廃止 事業 廃止の理 由
・有用微生物の作物生育調整機能 を利用 し 当初予定 していた目的を達成
た 共生栽培技術 の開発
・飼 料 中蛋 白質水準が但馬牛肥 育牛の産 肉
性 に及 ぼす影響 に関する研究
・新方式高設隔離床栽培 によるイチゴの環
境負荷軽減型生産 体系の確立
・イチ ゴ実用形質 に関す るD N A マーカー
を利用 した選抜技術 の開発




・TMRの栄 養価、蛋 白質 溶解度簡易評価法 民間等 で実施可能
の開発




・有 機栽培農産物の晶質評価法の策定 当初予定 していた 目的を達成
・米 の適温湿貯蔵 による品質保持 と食味判
定基準の統一
・黒 毛和牛去勢牛の育成 時にお ける発育速
度が産肉性 に及ぼす影 響に関する研究
・種雄候補 生精液の受胎性評価法の開発
・自動 ほ乳装置 を用 いた黒毛和種子牛の集
団晴育 ・育成 システムの開発
・昆 虫の抗菌 タンパ ク質 を利用 した植物細 需要が減少
菌病 の生物的防除技術 の開発
・中山間地域 にお ける景観形成 と畦畔 ・法 研究 の進展 に伴 い次 の段階のテ
面 の管理技術 の開発 ーマ に移行
〔県立淡路農箕技術センター］
主な廃止事業 廃止の理 由
・環境 に配慮 した簡 易養液栽培 システムに 当初予定 して いた 目的を達成
よる特産花 きの省力 ・高品質 ・安定生産
技術 の開発
・酪 農における尿排水 の浄 化処理 とその有
効 利用 システムの開発
・低 樹高 ビワ′の安定生産技術 の確立 と実証
・飼 料給与改善のための乳中尿素態窒素指
標値 の策定





・スギ根曲が り材によ る平 面材料の開発 当初予定 していた 目的 を達成
・性 フェロモ ンによるシイタケオオヒロズ
コガの防除試験




・スギ ・ヒノキ人工林の長期化 に伴 う密度
管理技術の確立
・原木 シイタケハ ウス内はだ化 と発生試験
〔県立水産試験場〕
主 な廃 止 事 業 廃 止 の理 由
・赤潮 貝 毒ネ ッ トワー ク運 用 事 業 当初 予定 して いた 目的 を達 成
・養 殖 ノ リの色 落 ち対 策研 究
・天 然 ウチ ム ラサ キ ガ イ保 護 増 殖 対策 に 関
す る研究
・魚 類 種 苗生産 試験
〔但馬水産事務所試験研究室〕
主 な廃 止 事 業 廃止 の理 由
・栽培 漁 業対 策磯 根 資源 の 放流 効 果調査 当初 予定 して い た 目的 を達成
・水 産 物 の流 通 加 工 工程 にお け るHACCP 研 究の進展 に伴 い次 の段 階の テー








生産者 ・消費者ニー ズ ・兵庫 のブ ラン ド果樹確立 に向けた優良 品種地域
に直結 した技術開 発 適応性検定試験
・生殖細 胞D N A ．診斬 技一術 の一開発による優良 牛の
早期選抜
・各種遺 伝資源 の利用 による丹 波黒ダイ ズ への病
害抵抗性付与技術の開発
・生態 系及び光触 媒 を利用 した畜 舎内臭 気軽 減化
技術 の開発
・小規 模野菜産 地 にお ける産 直 ・地場流通 システ
ムの構築
国土保全、景観 形成等 ・水 田機 能の維持 ・活用 のた めの飼料用 稲栽 培技
の多面的機能の維持 ・ 術 の確 立
高度化 な ど新たな課題 ・周年 野菜産地 におけるバ イオア プ リケー ション
に対応 した技術 開発 技術 による新施肥体系の開発




但馬 ・丹波地域 に適応 ・持続性の高い水稲栽培法の確立 と実証
した特定作 目の農作物 ・中山同地域にお ける遊休水 田の保全管理技術の実
栽 培 に 関 す る 技 術 開 証試験
発、実証試験 ・兵庫 ブラン ド米の高品位栽培、流通技術 の開発
・ピーマ ン白絹病菌 の生活環 の究明 と防除技術の開
発
但 馬牛 の改良及び効率 ・超 早期 母子分離子牛 の育成後 の繁殖性 と肥育性の
的な飼 養管理技術 の開 検討
発 ・繁殖雌牛の哺育能力の早期判別法の確立 と実証
・凍結保存優良但馬牛胚の受胎率の向上現場実証
農畜産物 の食品加工 ・ ・兵庫 ブラン ド農産物の機能性評価 な ど優位性実証




重 点化 の分 野 主 な新規 事 業
淡 路 地域 の地 域 特 性 を ・物 質 循環 に基 づ く露 地野 菜 の 再 生 産 、持 続 的 栽培
活 か した園 芸 作 物 の栽 技 術 の確 立 と実 証
培 に 関す る技 術 開発 、 ・淡 路 特産 切 り花 の環境 に配 慮 した 高 品質 安 定生 産
実 証 試 験 システ ムの確 立
乳 用 牛 の改 良 及 び効 率 ・乳 用 牛 の生 涯 生産 性 向上 をめ ざ した 施設 改善技 術
的 な飼 養 管 理技 術 の 開 の 確立
発 ・凍 結保存 高泌 乳 用牛胚 の 受胎 率向 上現 地 実証 試験
・家 畜 ふ ん尿 処 理 と利用 技術 の確 立 と実証
・環 境 負荷 低 減 と効 率 的生 産 を両 立 させ る ため の乳
用 牛飼 養技術 のl計発
〔県立森林・林業技術センター〕
重点化の分野 主な新規事業
森林 が有する多面的機 ・菌根菌を活用 した里山林の健全化
能 の維持、高度化 のた ・森林の多様な機能を高め る地域に適 した人工林の
めの技術開発 、実証試 長伐期施業体系の開発






県産木材利用技 術の実 ・県内産スギ材強度特性 を活用 した エンジニアー ド
用化試験等 ウッ ドの試作
・森 のゼ ロエミ ッションを 目指 した木質廃棄物の処
理 ・利用技術 の確立
〔県立水産試験場］
重 点化 の分 野 主な新 規事 業
資 源 管 理型 漁 業 推 進 の ・砂 浜域 に造 成 した点 在 型 藻 場 の多 面 的 生産 効果 に
た め の漁 場環 境 ・資源 関す る研究
の 把 握 と漁 業 者 へ の技 ・イ カ ナ ゴ稚 仔 の 輸送 と拡 散 及 び生 残 に及 ぼす 海洋
術 指 導 、情報 提 供 構 造 の変動
・漁 業 者 に対 す る情報発 信 機能 強化 事 業
地 域 漁 業 に密 着 した技 ・養 殖 カ キ の ブ ラ ン ド化 に 向 け た採 首技 術 確 立 に閑
術 開 発 、技術 指 導 す る研究
・粒 子状 栄養塩 類 の流入 に関す る研 究
〔但馬水産事務所試験研究室〕
重点化の分野 主な新規事業



















































































































































































































す べ て の人 にや さ しい ・高齢者 ・障害者等に配慮 した歩行空間整備 に関す
まち づ く りの推 進 のた る研究
めの 生活 空 間 に関 す る ・動作 に着 目 した住宅空間のガイ ドライ ンに関す る
研究 研究
企 業 、大 学等 の研 究機 ・高齢者 ・障害者用緊急連絡 システムの開発
閑 との交流 の推進 ・高齢者対応型義足システムの開発研究
福祉 現 場 の今 日的 課題 ・高齢者 ・障害者の移動機器の最適処方 に関す る研
につ いて の工 学的 視点
か らの研究開発
究開発
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Ⅳ　新たな仕組みの導入
1　日的
時代の要請に対応した科学技術政策の戦略的かつ総合的な展開を図っていくた
め、県立試験研究機関のあり方については、平成11年3月の「試験研究機関の
あり方検討懇話会」から、評価の実施等の総合的マネジメント体制の確立、技術
・情報サービス機能の充実、検査分析機能の外部化、新しい研究システムの導入、
外部研究員の活用等による人材の活性化・育成などについて提言を受けた。
また、平成11年10月の「県立試験研究機関評価委員会」の報告でも、総合
的マネジメント体制の確立が提言されるとともに、今後の方向、課題として、地
域科学技術行政サービス機関への特化、大学との連携強化について提言された。
平成12年度は、このような従前の経過と今回の「科学技術会議・評価委員会」
における意見、提言を踏まえ、研究マネジメント機能の強化、人材の育成・活性
化、普及指導体制の充実、外部資源の積極的活用など、県立試験研究機関が地域
における科学技術振興の担い手としての機能を十分発揮するための新たな仕組み
について導入を検討し、順次具体化を図ることとする。
2　具体的取り組み
（1）総合的マネジメント体制の確立
ア　r兵庫県科学技術会議」における総合調整
兵庫県科学技術会議において、県の科学技術政策の方向と具体的方策につ
いて提言・意見を得る。
また、評価システムを構築し、その中での外部評価機関として位置づけ、
全庁的な研究課題や業務について評価を行う。
イ　継続的、定期的な評価の実施
（ア）　評価システムの構築
社会経済情勢の変化や県民・業界のニーズを踏まえた効果的・効率的な
試験研究や普及指導等の業務を行うため、事前・中間・事後の各段階にお
いて継続的、定期的に研究課題評価を行うとともに、各県立試験研究機関
の運営全般を対象とした機関評価を行う仕組みを構築する。
なお、重要政策課題、部局横断的な課題、多額の資源投入を必要とする
課題等については、全庁的な観点から評価を行い、それ以外の課題につい
ては、部局と試験研究棟関で評価を行う重層的な評価システムを検討する。
（イ）　外部評価の導入と評価結果の公表
評価の客観性を確保するため、外部の専門家や有識者による外部評価を
導入するとともに、県民に対するアカウンタビリティの一層の向上を図る
ため、評価結果の公表を行う。
ウ　研究マネジメント機能の充実
（ア）研究資源の効果的、効率的配分を行うため、研究課題等の評価・進行管
理、研究実施体制の調整、他機関とのプロジェクト研究や共同研究に係る
企画調整など、研究マネジメント機能の充実を図る。
このため、各県立試験研究機関に研究マネジメント担当部門を設置、充
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実するとともに、研究企画調整のための協議体制を整備する。
（イ）年度途中に生じた新たな研究課題等に機動的に対応できるよう、研究機
関内で一部留保した研究費を必要に応じて使用できるような柔軟な研究予
算制度の導入を検討する。
また、研究の効果的な推進のため、国・関係機関等の外部資金の積極的
導入を図る。
工　新しい研究システムの導入
地域の技術課題の複雑化、広汎化に伴い、県単独で取り組むのではなく、
地域の研究資源の効率的活用の観点から、大学、国・民間の研究機関、ユー
ザーとの連携・協力の下に、課題に応じて学際的かつ柔軟に取り組むことが
できる「プロジェクト型研究」への参画など新たな研究システムの導入を検
討する。
オ　研究資源配分や研究実施における貢任体制の明確化
行政ニーズに対応した研究を柔軟かつ計画的に実施するため、例えば、担
当部長制の導入やチームによる研究の実施など機動的、弾力的な組織体制等
の導入を検討する。
明確な研究目標と期限を設定し、研究を総括する責任者や個別研究課題の
執行責任者を明確にして、進行管理を行うことにより、研究資源の効果的、
効率的配分、研究の計画的実施を進める。
（2）人材の育成、活性化
ア　職員研修の充実
県立試験研究機関において、県民や業界等に対する普及指導等のサービス
機能を強化することについて、意識啓発を行い、職員の理解を促進する。
県民や業界の要請に的確かつ迅速に対応した業務執行を推進するため、職
員研修を充実し、研究員のマネジメント能力、コーディネート能力等の向上
を促進する。
イ　柔軟な任用・人事管理制度の導入
研究コーディネート能力をはじめ、研究員の．能力の開発と発揮のため、他の
行政、研究機関等との人事交流の活発化を図るとともに、研究員が、関係機関
や団体などにおいて、一定期間様々な経験を積むことができるキャリアパスの
仕組みを検討する。
研究課題や業務の複雑・高度化に対応した迅速かつ効率的な業務遂行と、組
織の活性化を図るため、外部研究員の活用、任期付研究員制度の導入、研究成
果を普及・活用するために民間企業の業務に従事できる仕組みなど、柔軟な採
用・人事管理制度の整備を検討する。
り　研究員の業務経験等に応じた評価の推進
県立試験研究機関が情報提供や普及指導業務を中心に、行政サービスの向上
を図ることに伴い、研究コーディネート、普及指導等の業務経験等に応じた評
価を行う。
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（3）普及指導体制の充実
今後の県立試験研究機関の中核的な業務となる県民や業界に対する技術相談、
普及活動の充実を図り、ユーザーのニーズや市場動向に対応した技術移転を通じ
て、産業育成や地域振興、県民福祉の向上を図る。
このため、研究成果の市場価値や実現可能性を十分に踏まえながら、積極的に
研究成果の提供、公表を進める。
（4）外部資源の揖極的活用
ア　試験分析業務等の外部化の推進
各分野において民間の試験分析機閑が成立しつつある中で、民間では提供が
不可能又は不十分である場合や民間では適切に提供できないものは行政が提供
するという公民の役割分担の視点に立って、試験分析業務については、原則と
して外部化する。外部化に当たっては、行政責任にも十分配慮しながら、サー
ビスの質やコスト等を総合的に判断し、民間の方が効果的、効率的にサービス
提供ができるものについて、民間委託を推進する。
また、研究についても、外部のノウハウを活用した方が効果的、効率的なも
のについては、民間委託を進める。
イ　マーケテイング、商品化業務等の専門機関の活用の推進
県立試験研究機関の研究成果を新産業創造や新事業創出に結びつけていくた
め、研究成果の商品化や企業化など実用化を促進する業務においては、専門機
関の活用を図る。
ウ　エージェンシー化の研究
国立試験研究機関等の独立行政法人化の動向を踏まえ、知的資産を活用した
機動的、自律的な業務運営手法の導入や試験研究業務の財団等への移管等によ
り、効率的な業務執行を推進するエージェンシー化の導入可能性について研究
を行う。
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【本報告書についての問い合わせ先】
文部科学省 科学技術政策研究所
第3調査研究グループ
〒100-0014 千代田区霞ヶ関1-3-2
郵政事業庁舎内
Tel:03-3581-2419
(筆者は2001年4月に転勤となったため､
第3調査研究グループの岡特別研究員を
通じて､連絡をお廉いいたします｡
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